
生産性向上設備投資促進税制証明書 記入確認シート 

生産性向上設備投資促進税制証明書（様式１、様式２）の提出前に下記の事項を全て確認の上、 
提出いただくようお願いいたします。 

（様式１） 
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１．初回      ：申請設備の証明書を発行し、同時に 型式を登録します。 
２．2回目以降：既に型式は登録済みで、工業会の登録番号を工業会ホームページで確認して 
                            記入します。申請設備の証明書発行します。 
 
  <ご注意> 納入する設備の型式が登録済みの型式と同一でない場合は、登録済み 
                    の型式（要素）が納入する設備に含まれていることが証明できるエビデンスが必要です。 
 
３．登録のみ：工業会会員のみ利用可能です。  事前に型式の登録のみを行います。 

●「初回」「2回目以降」の場合はお客様に納入 
した 当該設備の名称、型式を記入します。 
●「登録のみ」の場合は添付される製品カタログ 
等の エビデンスの製品名称及び型式を記入しま
す。 

複数の型式を登録す場合は、必ず登録する型式
が 全て記載されているエビデンスの添付が必要
です。 

●「最新モデル」に該当するか 
当該設備・機器が取得等する年度から起算して、 
6年以内に販売開始された最新モデルでなければ
なりません。 

年度はメーカーや事業者の決算年度に係わらず
「1月から12月」の期間で判断します。 

例外として、一つ前の旧モデルでも販売開始年度
が取得年度の前年度の場合は対象となる。 

●「生産性向上」に該当するか 
様式2【チェックリスト②】中の下の欄<生産性向上
>年平均の数値が1%以上の場合、[該当]となる。 

●製造業者等 
2014年7月よりメーカー・ディーラーどちらでも申請が可
能となりました。 
 

※「初回」「登録」申請時にディーラーはメーカー発行の
代理店証明書（写し）を提出いただくことが望ましい。 

●担当者所属等 
担当者所属・所在地は上記 製造業者等と同一情報でしたら記載の必
要はございません。 
ただし担当者氏名・連絡先（電話番号）は必ずご記入下さい。 
 

●納入数量・納入年月・設置場所 
「初回」「2回目以降」の場合に記入します。 
「登録のみ」の場合は記入不要です。 

OK 

OK 

OK 

OK 

OK 

OK 

OK 

●該当要件①「最新モデル」に該当するか、 
②「生産性向上」に該当するかの要件に関し、 
両方が「1.該当」となった場合のみ、先端設備の 
当否にも「1.該当」となります。 

OK 

●当工業会
は①のみ対
応となります
ので、①に☑
を記入します。 

OK 

○非会員のみ 
※返信用封筒をご用意ください。 

OK 
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（様式２）【チェックリスト①】 

●当該設備より新しい同種・同用途のモデルは販
売されていない。 
 かつ、当該設備販売開始年度が取得年度の6年
以内を満たしていますか。 
 （例：取得年度が2014年度の場合、販売開始年
度が 2008年度以降であれば要件を満たしている） 
または 

●当該設備より新しい最新モデルが販売されたが、
当該設備の販売開始年度は当該設備を取得する
年度の前年度ですか。 

●発売開始の年月が記載されているエビデンスを
添付します。 

⑧<生産性向上> 

⑦で記入した一代前モデルと最新モデル比較指標数値と⑥で記入
した年度差で年平均生産性向上率を計算します。 
計算結果の年平均生産性向上率を記入します。 
●生産性向上率／年平均は1%以上ですか。 
●計算根拠となる数値のエビデンスを添付します。 
 <計算例> 
 *1サンプルの分析時間短縮 
  一代前モデル：10分 → 最新モデル：8分、年度差5年 
  2分の短縮（生産性向上） 
  2/10=20% 20%÷5年=4%／年平均 

＊生産性向上の内容には比較数値が少なる場合（短縮）と数値が
増える場合の２つのケースがある。  
 
 
 

OK 

①当該設備の型式を記入します。 

④<比較指標> 
比較指標1～4のいずれかに○をします。 

かつ、【】の中に比較する指標の具体的な内容を
記入します。比較すべき一代前モデルがない場合
も比較指標は必ず記入します。 
 

③当該設備を取得等する年月、および年度を記入
します。 

「登録のみ」の場合は申請対象となる年（年度）の
み記入します。 
 

②当該設備の販売開始された年月、および年度を
記入します。 

⑤<一代前モデルと販売開始年月> 
一代前モデルの型式、販売開始年月を記入します。 
●発売開始の年月が記載されているエビデンスを 
 添付します。 
●比較すべき一代前モデルがない場合は下記の 
 ⑨の項を参照ください。 
⑥<最新モデルとの年度差> 
 ②と⑤の年度差を記入します。 
 

⑦<指標数値> 
④で示した比較する指標数値を記入します。 

OK 

OK 

⑨比較すべき一代前モデルがない（新商品など）場合の対処方法。 
 1)社内に比較すべき一代前モデルがない場合でも、最新モデルの生産性向上に該当する指標項目と数値は必要です。 
 2)社内の類似する機能・性能を持つ設備を抽出し、その設備と比較し、生産性向上の事実を示す。 
 3)客観的に世の中に今までなかった新製品であることを証明するドキュメントを添付する。 

OK 

OK 

OK 


